
 

 
 

 

 

 

 

 

日本原燃株式会社 

再処理事業所廃棄物管理施設 

平成２９年度第３回保安検査報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年２月 

原子力規制委員会 
  



 

 

 

目 次 

 

１．実施概要 .......................................................................................................................... １ 

（1）保安検査実施期間 ................................................................................................... １ 

 

（2）保安検査実施者 ........................................................................................................ １ 

 

２．保安検査内容 ................................................................................................................ １ 

（1）基本検査項目 ............................................................................................................. １ 

 

（2）追加検査項目 ............................................................................................................. １ 

 

３．保安検査結果 ................................................................................................................ １ 

（1）総合評価 ....................................................................................................................... １ 

 

（2）検査結果 ....................................................................................................................... ６ 

 

（3）違反事項 ....................................................................................................................... １６ 

 

４．特記事項 .......................................................................................................................... １６ 

 



１ 

 

１．実施概要 

（1）保安検査実施期間（詳細日程は別添参照） 

自 平成２９年１１月１３日 

至 平成２９年１２月 ４日 

 

（2）保安検査実施者 

六ヶ所原子力規制事務所 

原子力保安検査官  服部 弘美 

原子力保安検査官  上野 賢一 

原子力保安検査官  田中 秀樹 

原子力保安検査官  佐藤 末明 

原子力保安検査官  山中 弘之 

原子力保安検査官  山本 俊一郎 

原子力保安検査官  本間 広一 

核燃料施設等監視部門 

原子力保安検査官  木原 圭一   他 

 

２．保安検査内容 

今回の保安検査では、下記に示す検査項目について、立入り、物件検査及び関

係者への質問により、保安規定の遵守状況を確認するとともに、検査期間中に実施

する運転管理状況の聴取、廃棄物管理施設の巡視等についても保安検査として実

施した。 

（1）基本検査項目 

①「事業者対応方針等の履行」に係る検査 

②ガラス固化体貯蔵建屋 貯蔵ピットの観察に係る検討状況 

（2）追加検査項目 

なし 

 

３．保安検査結果 

（1）総合評価 

今回の保安検査においては、平成２９年１０月に「再処理事業所 廃棄物管理施

設保安規定」（以下「廃棄物管理施設保安規定）という。）の改正において追加され

た、「「事業者対応方針等の履行」に係る検査」及びガラス固化体貯蔵建屋 貯蔵ピ

ットの観察Aに係る検討状況を基本検査項目として選定し、検査を実施した。 

                                                                                                                        
A
 平成２９年６月３０日に原子力規制庁に提出された「廃棄物管理施設ガラス固化体貯蔵建屋下部プレナム等に係る調査等の実施

計画に基づく調査報告書」にて報告された下部プレナムの観察。 
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検査の結果、「「事業者対応方針等の履行」に係る検査」については、平成２９年

度第２回再処理施設保安検査等で確認された「再処理施設 非常用電源建屋非

常用ディーゼル発電機B補機室への雨水流入事象B」、「JAEA大洗内部被ばく事故
Cに対する水平展開不足」等の問題に対し、日本原燃株式会社の対応方針（以下

「事業者対応方針」という。）及びこれまでの保安検査等での指摘事項等に対する対

策の履行状況として以下を確認した。 

事業者対応方針資料１「平成２９年度第２回保安検査（再処理施設）における指

摘事項に係る事業者対応方針D」（以下「対応方針１」という。）について以下の確認

を行った。 

事業者は、再処理施設の非常用電源建屋（以下「ＧＡ建屋」という。）と隣接する

配管ピット（以下「配管ピット」という。）に溜まっていた雨水が、配管ピットから貫通部を

通してＧＡ建屋に浸入した事象を踏まえ、保守管理に係る対策として廃棄物管理施

設を含む全設備を管理下に置くための活動、巡視・点検の強化等を実施していること

を確認した。 

再処理事業部は、これらの活動について全体計画書及び個別の実施計画書を定

め、事業者対応方針に係る全体の計画、進捗の管理、活動の妥当性を確認するた

め、再処理事業部長を議長とする設備管理会議を設けるとともに、従前から開催して

いる雨水対応会議においても責任・役割を全体計画書で明確にした上で、活動して

いることを確認した。 

一方、設備管理会議では、「再処理施設の全設備を管理下に置くための活動」の

進捗を確認していなかったこと、更に、配管ピットの活動において、一部設備について

現場照合及び健全性確認が実施されていなかったにもかかわらず、活動結果を取りま

とめた報告を承認していることが確認された。 

また、雨水対応会議では「再処理工場 雨水流入に関する対応全体計画書」

（以下「雨水流入全体計画書」という。）に紐付く４つの個別計画の活動の進捗を確

認していなかったこと、更に、配管ピットへの雨水浸入防止の恒久対策で、対応方針

１及び実施計画書で実施するとされた「配管ピット躯体及び取合部の目視確認」の結

果の記録が作成されず、その実施状況を確認していないにもかかわらず、完了報告を

承認したことが確認された。 

このことから、対応方針１に係る様々な活動を確実に実施できるよう各会議を設け

る等の対策を取っているものの、それらの会議が適切に機能していない状況が確認さ

                                                                                                                        
B
 平成２９年８月１３日の安全上重要な施設である第２非常用ディーゼル発電機の燃料油配管が敷設されている配管ピットに溜まって

いた雨水が、当該配管ピットから壁貫通部を通して非常用電源建屋非常用ディーゼル発電機Ｂ補機室に浸入した事象。 
C
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究開発センター（北地区）燃料研究棟において発生した核燃料物質の飛散

による作業員の汚染等に係る事故。 
D
 平成２９年度第２回保安検査における再処理施設非常用電源建屋非常用ディーゼル発電機Ｂ補機室への雨水浸入事象を踏まえ

た指摘に係る保守管理や巡視・点検等の対応方針。 
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れた。 

事業者は、事業者対応方針で「自らが気づき速やかな対策に繋ぐことができない」

ことを改善すると示していることから、各会議が与えられた役割を果たしているか、果た

せていないときはどこに問題があるのか自ら検証し、改善するよう「気付き事項」として

指摘した。 

事業者対応方針資料３「ＪＡＥＡ大洗内部被ばく事故に対する水平展開の問題

点への事業者対応方針E」（以下「対応方針３」という。）について以下の確認を行っ

た。 

安全・品質本部は、「水平展開検討会運営要則」を改定し、ＪＡＥＡ大洗内部被

ばく事故のような保安上重大な事象（ＩＮＥＳFレベル２以上に相当すると考えられる事

象等）が発生した際は、全社的な水平展開の要否を判断し、安全・品質本部及び

各事業部の役割を明確にした計画書を策定することとしている。また、水平展開の検

討体制には経営層を参画させるとともに、リスクの抽出の観点から各事業部の専門的

知識を有するメンバーを参画させ、全社の観点からリスクの洗い出しを実施した上で対

応を検討するとしている。 

上記の要則に基づく取組みとして、ＪＡＥＡ大洗内部被ばく事故に対する水平展開

において、経営層として安全担当副社長及び専門的知識を有するメンバーとして再

処理事業部放射線管理部放射線安全課副長等２２名の体制（以下「強化された

体制」という。）のもと、直接的な要因に加え、施設の特徴を踏まえたリスクを再抽出

し、平成２９年１０月に対応を決定し、対策を実施するとした｢「ＪＡＥＡ大洗の内部被

ばく事故を踏まえた全社水平展開｣に係る実施計画書」（以下「大洗事故水平展開

実施計画書」という。）を策定したことを確認した。 

一方、ＪＡＥＡ大洗内部被ばく事故に対する水平展開の実施状況を確認したとこ

ろ、安全・品質本部は、大洗事故水平展開実施計画書に基づき、ＪＡＥＡ大洗内部

被ばく事故の具体的問題点や直接原因等に対し、検査時点では検討事項として６３

項目を抽出するなどしていたが、各事業部において、手順書や異常時の訓練、資機

材等への反映の必要性について確認を実施中であり、具体的な対策の実施に着手

できていないことを確認した。 

前述の強化された体制で実施する水平展開の活動は保安上重大な事象が発生

したときに行うものとしており、対策の重要性を鑑みると、リスクが抽出できたものから、

反映の必要性を調査し、必要な対策を速やかに実施することが重要であるが、前回

の保安検査時点において検討事項は抽出されていた状況にもかかわらず、これらを各

                                                                                                                        
E
 平成２９年度第２回保安検査における全社としてのＪＡＥＡ大洗内部被ばく事故に対する水平展開が十分でないこと等の指摘に係る

対応方針。 
F
国際原子力事象評価尺度（International Nuclear Event Scale の略称）、原子力事故・故障の評価の尺度であり、国際原子力機

関 (IAEA) と経済協力開発機構原子力機関 (OECD/NEA) が策定した。 
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事業部へ速やかに展開していない状況が確認された。 

対応方針３に基づく今回の水平展開の体制は、事業者自らが、前回の保安検査

時点で適時性をもって実施できなかったことの反省を踏まえれば、上記のような対応状

況は未だ適時性を欠くものと認められ、今回の強化された体制が適切に機能していな

い状況が確認されたことから、そうした問題点等について、改めて活動の改善を行うよう

「気付き事項」として指摘した。 

本件の指摘については、事業者から、安全・品質本部に設置された事務局体制の

推進力、管理力が十分でなかったこと等を鑑み、事務局の体制を強化する等の対策

を行う旨を聴取した。再処理事業部の取組みとしては、安全・品質本部の前述した

強化した体制に参画するため、「再処理事業部 不適合等管理要領」等を改訂して

いることを確認した。 

また、安全・品質本部が作成した実施計画に基づく、更なるリスクに対する反映の

検討等ができていないものの、化学物質による作業員の被災を想定した訓練等を実

施したこと並びに身体除染器材の維持管理等の改善が実施されていることを確認し

た。 

再処理事業部は、今後、ＪＡＥＡ大洗内部被ばく事故に対し、再抽出されたリスク

をもとに、手順書や異常時の訓練、資機材等への反映の必要性について確認を行

い、必要な対応を図るとしていることを聴取した。 

事業者応方針資料４「全社としての改善の取り組みの強化G」（以下「対応方針４」

という。）について以下の確認を行った。 

事業者は「自らが気づき速やかな対策に繋ぐことができない」こと及び「事実を正確

に説明できない」ことを問題ととらえ、チェック責任者を新たに選任し、セルフチェックの強

化、ＣＡＰHの運用改善、事業部長級幹部と部長・課長級による保安活動についての

対話活動、協力企業を含めた現場の課題抽出といった活動を実施するとし、それらの

活動に着手していることを確認した。 

また、全社におけるチェック機能の強化のため、各事業部の保安上重要な活動をチ

ェックするための全社監視チームが新たに設置され、全設備を管理下に置く活動等に

参画していることを確認した。 

一方、廃棄物管理施設と共通の CAP を運用している再処理施設において、ウラン

・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋との取合い箇所の一般共同溝（以下「ＣＢ建屋

取合部一般共同溝」という。）内で、集水枡（約１ｍ３）が満水状態であることが、平成

２９年１１月に実施された対応方針１に係る「全設備を管理下に置く活動」（現場ウォ

                                                                                                                        
G
 今回の一連の問題に共通する課題と考えられる、「自らが気づき、速やかな対策に繋ぐことができない」、「事実を正確に把握し、説明

できない」という問題について、全社の活動を取り纏めた対応方針。 
H
 「ＣＡＰ」とは、是正処置プログラム（Ｃｏｒｒｅｃｔｉｖｅ Ａｃｔｉｏｎ Ｐｒｏｇｒａｍ）の略称で、品質情報を用いて、問題の特定・評価等を行い組

織全体の振る舞いを促進することを目的として是正処置を実施していく改善の仕組み。 
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ークダウン）によって発見され、ＣＡＰ会合 に事象登録された。 

この事象について経緯を確認したところ、平成２９年９月の巡視・点検で集水枡が

満水状態であることが確認されていたが、ＣＡＰ会合に事象登録されていなかったことが

確認された。これは、事業者が対応方針４のＣＡＰの運用改善として、現場の気付き

を組織に伝えやすくするために、不適合情報だけではなく、不適合に満たない気付きレ

ベルの情報もＣＡＰ会合に事象登録されるよう改善活動を実施しているところであり、

平成２９年９月の巡視・点検で発見された時点でＣＡＰ会合に事象登録されるべきで

あった。 

さらに、本件はＣＡＰ会合において、事象レベルが「気付き」と判定された。当該ＣＢ

建屋取合部一般共同溝には一部安全上重要な設備が存在するほか、事業者が

「集水枡」とする施設は、一定量の水を貯留する機能を有するものの、排水機能は有

していないことから、当該施設への水の流入を看過することは付近の設備が冠水又は

水没するリスクがあることから、速やかに集水枡が満水となった原因の追及、再発防止

対策を実施するよう、不適合として管理すべき事象であった。 

こうした状況は、ＣＡＰの運用改善が周知徹底されていないこと、ＣＡＰ会合が与え

られた機能を適切に発揮していないことを示すものであり、現在実施しているＣＡＰの運

用改善について、更なる改善をするよう「気付き事項」として指摘し､事業者は自らの

不適合管理の仕組みの中で改善を図っていくことを聴取した。 

これまでの保安検査での指摘事項等に対する対応の状況については、平成２９年

度第２回保安検査において確認された、安全・品質本部が、社長の品質保証に係る

業務を補佐する立場から「水平展開検討会運営要則」に基づき、水平展開検討会

を開催し、各事業部において実施される水平展開の活動を監視、指導する立場であ

るところ、平成２９年７月５日に原子力規制委員会へ報告されたＪＡＥＡへの立入検

査の結果について、情報提供するのみで、入手した情報に対する調査・検討等の各

事業部に対する指導を適切に実施していなかったことに係る改善活動状況を検査し

た。 

検査の結果については、対応方針３に記載のとおりである。 

ガラス固化体貯蔵建屋 貯蔵ピットの観察に係る検討状況については、第２、３、４

貯蔵ピットへの補助遮へいの設置の状況、遠隔観察装置の改良の状況、規程類へ

の反映及び観察結果の評価に係る検討の状況について関係者への聴取及び書類に

より確認した。 

以上の基本検査を実施した結果、保安規定違反となる事項は認められなかった。 

 

保安検査実施期間中の日々の運転管理状況については、廃棄物管理施設の運

転管理状況の聴取、施設の巡視等を行った結果、保安規定違反となる事項は認め

られなかった。 
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以上のことから、今回の保安検査を総括すると、保安規定違反となる事項は認めら

れなかったものの、事業者は今回の保安検査での指摘に対し、自らの改善活動の仕

組みの中で改善を図っていくとしていること、事業者は継続して事業者対応方針に基

づき改善活動に取り組んでいることから、今後の改善状況、事業者対応方針等の履

行状況について、保安検査等において引き続き確認する。 

 

（2）検査結果 

1）基本検査項目 

①「事業者対応方針等の履行」に係る検査 

平成２９年１０月に廃棄物管理施設保安規定の改正において追加された、「事

業者対応方針等の履行」に係る条項について、平成２９年度第２回再処理施設

保安検査等で確認された「再処理施設 非常用電源建屋非常用ディーゼル発電

機 B 補機室への雨水流入事象 」、「JAEA 大洗内部被ばく事故 に対する水平

展開不足」等の問題に係る事業者対応方針及びこれまでの保安検査等での指摘

事項等に対する対策の履行状況について、物件検査及び関係者への質問により、

検査を実施した。 

a．対応方針１の対策の履行状況 

 対応方針１には、ＧＡ建屋の燃料油配管壁貫通部からの雨水浸入事象を

踏まえ、保守管理や巡視・点検等の不備について、廃棄物管理施設を含む再

処理工場の全設備を管理下に置くための活動等の対策について定めており、こ

の対策の履行状況を検査した。検査結果は以下のとおり。 

（ａ）保守管理に係る対策 

  廃棄物管理施設を含む再処理工場の全設備を管理下に置くための活動

について、「再処理工場の全設備を管理下に置くための全体計画書」（以下

「保守管理全体計画書」という。）が設備管理会議、貯蔵管理安全委員会

及び品質・保安会議で審議され、再処理事業部長により承認されたことを

関係者への聴取、会議議事録等により確認した。 

また、保守管理全体計画書に基づき、設備を全て把握し、その状態を確

認するとともに、保守管理計画が策定されているかどうかを確認する活動（保

守管理全体計画書に定めるステップ１の活動）を現場ウォークダウンにより確

認していること、現場ウォークダウンのメンバーは、実施責任者、現場指揮

者、機械設備や電気設備等の専門家、記録者等で構成され、部屋又はエ

リア単位で網羅的に専門家が設備の現物確認、健全性（外観目視）確認、

保守管理計画の有無を確認し、損傷、変形、錆が発見された場合は実施

責任者に報告し、実施責任者は気付きレベルの情報も含め、ＣＡＰ会合に

事象登録していることを現場ウォークダウンの立合い、関係者への聴取、現場

ウォークダウンの記録、事象レベル確認リスト等により確認した。 
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現場ウォークダウンにおける現場責任者は机上教育、試験及び実地訓練

結果をもとに再処理工場長が任命していること、専門家は机上教育、機械

設備や電気設備等の専門試験に合格した者であることを関係者への聴取、

「個別計画に基づくウォークダウン責任者任命書」等により確認した。 

再処理事業部長は、廃棄物管理施設を含む再処理工場の全設備を管

理下に置くための活動の全体の計画、進捗の管理、活動の妥当性を確認す

る会議体として、議長を再処理事業部長とした設備管理会議を設置したこ

とを関係者への聴取、会議議事録等により確認した。 

設備管理会議は、平成２９年９月２８日より保安検査開始までに同会議

が４回開催され、全体の計画書、個別計画書及び配管ピットの活動結果記

録の妥当性を確認していたものの、廃棄物管理施設と共通の設備管理会

議を運用している再処理施設との合同保安検査において、「再処理施設の

全設備を管理下に置くための活動」の進捗を確認していなかったこと、更に、

配管ピットの活動において、配管ピット上部、コンクリート蓋、鋼製蓋につい

て、現場照合及び健全性確認の記録が作成されていなかったにもかかわら

ず、活動結果を取りまとめたが報告を承認していることが確認された。 

こうした状況から、事業者は新たな取組みを行っているものの、設備管理

会議はその本来果たすべき機能を発揮しておらず、継続した改善を要するも

のと考える。事業者は、「自らが気づき速やかな対策に繋ぐことができない」こと

を改善すると示していることから、事業者は設備管理会議が与えられた役割

を果たしているか、果たせていないときはどこに問題があるのか自ら検証し、改

善するよう「気付き事項」として指摘した。 

これらに対し、事業者は平成２９年１１月２９日の設備管理会議で廃棄

物管理施設を含む再処理工場の全設備を管理下に置くための活動の進捗

状況等を確認し、今後、月１回以上活動の進捗管理を行うこと等を関係者

への聴取、「設備管理会議の実施状況と今後について」等により確認した。 

 

（ｂ）巡視・点検に係る対策 

巡視・点検の改善については、巡視・点検の必要な箇所に漏れがないか

確認が行われ、安全上重要な設備が設置されている部屋については漏れが

なかったこと、ダクトが設置されている一部の部屋について漏れが見つかったた

め、マニュアルの改定準備を行っていること、マニュアルの改定を待たずに毎日

ダクト室に異常がないことを確認していることを関係者への聴取により確認し

た。 

しかしながら、同じ仕組みで改善活動を実施している再処理施設との合

同保安検査において、ＣＢ建屋取合部一般共同溝内で、集水枡が満水状

態であった事例について確認したところ、運転部は安全上重要な設備（以下
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「安重設備」という。）があるＣＢ建屋取合部一般共同溝を安重設備がある

部屋としておらず、一方、現場ウォークダウンでは安重設備を含む部屋として

おり、相違していることから、廃棄物管理施設において同様な相違が発生す

ることがないよう管理することを要求した。 

 

（c）雨水流入に係る委員会指示文書関連 

事業者は雨水流入に係る委員会指示文書を受けた調査については、再

処理施設が指示の対象であり、廃棄物管理施設は指示の対象外であるも

のの、自主的に再処理施設と同等の調査を行い、液だれ痕等の事象を発

見し、不適合管理を行っていることを関係者への聴取及び不適合処理票等

の記録により確認した。 

調査の実施にあたっては、運営管理部が「再処理工場 雨水流入に関す

る対応全体計画書」（以下「雨水流入全体計画書」という。）を改正し、雨

水対応会議の体制及び役割の明確化等を図ったこと、更に、「再処理工場 

雨水流入に関する貫通部再調査計画書」を策定し、漏えい痕等、壁貫通

部周辺の詳細状況の調査の追加等を実施することとし、そのための改正を実

施したこと、これらの改正及び策定は、雨水対応会議等で審議され、チェック

責任者の確認後、再処理事業部長が承認していることを関係者への聴取、

会議議事録等により確認した。 

 

（ｄ）現状の問題点を踏まえた今後の対応 

現状の問題点としての保安活動への取組みができていないことへの対応に

ついて、再処理計画部は「保安活動への取組みができていないことへの対応

に係る全体計画書」（以下「保安活動の全体計画書」という。）を策定し、貯

蔵管理安全委員会及び品質・保安会議の審議を経て、平成２９年９月２９

日に再処理事業部長により承認されたこと、活動実績を踏まえ保安活動の

全体計画書を改定したことを関係者への聴取、会議議事録等により確認し

た。 

保安活動の全体計画書は廃棄物管理施設も対象となるが、保安検査

時点では、出来ていないとして抽出された事象の中に廃棄物管理施設固有

の事象がないこと、そのために廃棄物管理施設固有の活動実績はないことを

関係者への聴取、保安活動の全体計画書等により確認した。また、今後、

廃棄物管理施設において保安活動への取り組みができていない事象が発見

された場合には、計画書に基づいた管理を実施していく旨の説明があった。 

 

（e）事業者対応方針に係る進捗管理について 

事業者はフォローアップ会議において、週１回、事業者対応方針の進捗状
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況を事務局（再処理計画部）が作成した全体工程表をもとに、再処理事業

部幹部、事業者対応方針に係る活動に関係する部長や課長の出席のもと

で確認しているものの、その活動は事業者対応方針で期限を定めている事

項の実績確認にとどまるものとなっており、期限を定めていない活動について

は、その計画が具体化されていなかったこと等から、事業者は実施部署での

詳細な計画を立案させること等の改善を図る旨を聴取した。 

   

b．対応方針３の対策の履行状況 

対応方針３には、平成２９年度第２回保安検査（加工施設、廃棄物埋設施

設、再処理施設及び廃棄物管理施設）におけるＪＡＥＡ大洗内部被ばく事故に

対する水平展開に係る指摘に対し、安全・品質本部における全社的な水平展

開体制の構築、再処理事業部における訓練の強化等の対策について定めてお

り、この対策の履行状況を検査した。検査結果は以下のとおり。 

（ａ）安全・品質本部における全社的な体制の構築等 

安全・品質本部は、「水平展開検討会運営要則」を改定し、ＪＡＥＡ大洗

内部被ばく事故のような保安上重大な事象が発生した際は、全社的な水

平展開の要否を判断し、安全・品質本部及び各事業部の役割を明確にし

た計画書を策定することとしている。更に、水平展開の検討体制には経営層

を参画させるとともに、リスクの抽出の観点から各事業部の専門的知識を有

するメンバーを参画させ、全社の観点からリスクの洗い出しを実施した上で対

応を検討するとしている。 

また、上記の要則に基づく取組みとして、ＪＡＥＡ大洗内部被ばく事故に対

する水平展開において、経営層として安全担当副社長及び専門的知識を

有するメンバーとして再処理事業部放射線管理部放射線安全課副長等２

２名の体制のもと、直接的な要因に加え、施設の特徴を踏まえたリスクを再

抽出し、平成２９年１０月に対応を決定し、対策を実施するとした大洗事故

水平展開実施計画書を策定したことを確認した。 

一方、ＪＡＥＡ大洗内部被ばく事故に対する水平展開の実施状況を確認

したところ、安全・品質本部は、大洗事故水平展開実施計画書に基づき、Ｊ

ＡＥＡ大洗内部被ばく事故の具体的問題点や直接原因等に対し、検査時

点では検討事項として６３項目を抽出するなどしていたが、各事業部におい

て、手順書や異常時の訓練、資機材等への反映の必要性について確認を

実施中であり、具体的な対策の実施に着手できていないことを確認した。 

前述の強化された体制で実施する水平展開の活動は保安上重大な事

象が発生したときに行うものとしており、対策の重要性を鑑みると、リスクが抽

出できたものから、反映の必要性を調査し、必要な対策を速やかに実施する

ことが重要であるが、前回の保安検査時点において検討事項は抽出されて
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いた状況にもかかわらず、これらが各事業部へ速やかに展開していない状況

が確認された。 

対応方針３に基づく今回の水平展開の体制は、事業者自らが、前回の

保安検査時点で適時性をもって実施できなかったことの反省を踏まえれば、

上記のような対応状況は未だ適時性を欠くものと認められ、今回の強化され

た体制が適切に機能していない状況が確認されたことから、そうした問題点

等について、改めて活動の改善を行うよう「気付き事項」として指摘した。 

本指摘については、事業者から、安全・品質本部に設置された事務局体

制の推進力、管理力が十分でなかったこと等を鑑み、事務局の体制を強化

する等の対策を行う旨を聴取した。 

 

（ｂ）再処理事業部の検討体制の明確化及び強化 

品質保証課は、「再処理事業部 不適合等管理要領」を改定し、ＪＡＥ

Ａ大洗内部被ばく事故のような保安上重大な事象が発生した際は、再処理

事業部内で水平展開の要否を判断し、各部署の役割を明確にした計画書

を策定することとしている。 

水平展開の検討体制には再処理事業部幹部の参画等、検討体制の明

確化及び強化を図るものとし、同要領の改定が再処理安全委員会における

審議を経て、再処理事業部長により承認されている。 

また、「再処理事業部 各種技術情報処理細則」においても、同様の改

定を行い、品質保証部長により承認されたことを関係者への聴取、会議議

事録等により確認した。 

（ｃ）再処理事業部の訓練の強化 

    再処理事業部は、これまで身体汚染に限定した訓練のみに留まったこと及

び施設特有のリスクを踏まえた訓練を実施するという主旨を踏まえ、廃棄物

管理施設においても、従来実施してきた訓練に加え、化学物質単独の被災

を想定した訓練を実施したことを関係者への聴取、「２０１７年度化学物質

被災時対応訓練計画書」等により確認した。 

 

（ｄ）資機材の維持管理等の改善 

身体除染器材の機能確認について、放射線管理部は、「身体除染器材

等管理マニュアル」において、身体除染器材の点検項目に実際に使用する

等の機能的な確認等を追記し、見直した方法に基づく身体除染器材の点

検を実施したことを関係者への聴取、「廃棄物管理施設 身体除染用設備 

点検シート」等により確認した。 

化学物質被災時対応資機材の健全性確認等については、安全管理部

作業安全課が化学物質管理の水平展開実施計画書に基づき、化学物質
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被災時対応資機材の点検を実施したこと、その後資機材管理のためのマニ

ュアルを作成したことを関係者への聴取、「再処理事業部 化学物質被災

時対応資機材管理マニュアル（廃棄物管理施設）」等により確認した。 

 

c．対応方針４の対策の履行状況 

対応方針４には、全社の活動として今回の一連の問題に共通する課題と考え

られる「自らが気づき、速やかな対策に繋ぐことができない」ことの対策、「事実を

正確に把握し、説明できない」ことの対策、全社におけるチェック機能の強化等に

ついて定められており、この対策の履行状況を検査した。検査結果は以下のとお

り。 

（ａ）安全・品質本部の活動状況 

「自らが気づき、速やかな対策に繋ぐことができない」ことの対策に係る活動

を実施するため、安全・品質本部が「「平成２９年度第２回保安検査等の指

摘を踏まえた、全社としての改善の取り組みの強化（セルフチェックの強化、保

安上重要な約束事項、指摘事項」等の管理強化）」に係る全体計画書」

（以下「管理強化に係る全体計画書」という。）及び「安全・品質本部に係る

「セルフチェックの強化、保安上重要な約束事項、指摘事項等の管理強化」

に関する実施計画書」を策定したことを関係者への聴取、管理強化に係る

全体計画書等により確認した。 

セルフチェックの強化について、安全・品質本部は各事業部に保安上重要

な業務の計画及び実施状況について、実施者と異なる視点で検討・調査の

深さ、範囲等が当該業務の目的に対し適切であるか等をチェックするチェック

責任者を新たに選任したことを確認し、安全・品質改革委員会に報告してい

ることを関係者への聴取、会議議事録等により確認した。また、安全・品質

本部長は各事業部のチェック責任者から１名では作業の負担が大きいので

代行者を立ててほしい旨の改善提案を受け、安全・品質本部は管理強化に

係る全体計画書にチェック責任者の代行者の設置等を反映したことを関係

者への聴取、チェック責任者と安全・品質本部長の打合せ記録等により確認

した。 

安全・品質本部におけるＣＡＰの運用の改善ついては、報告事項にしきい

値を設けない（気付き事項は全て報告する）こと等を定めた「安全・品質本部 

品質レポートおよびＣＡＰ会合運用要領」を策定し、安全・品質本部長が承

認し、安全・品質本部内に周知したことをＣＡＰ会合議事録、「事業者対応

方針の実施およびＣＡＰ会合の運用改善について（本部内指示）」等により

確認した。 

自ら気づき、改善していく体質改善については、現場でのグループディスカッ

ションを実施すること等の対策を定めた「「自らの気付きを高めるための改善に
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つなげる取り組み」に係る実施計画書（安全・品質本部 実施事項）」（以

下「体質改善実施計画書」という。）を策定し、幹部と各事業部の課長・グル

ープリーダー級を対象とした意見交換を実施するための事前調査を実施した

こと、現場の課題、気づきを拾い出すために最も身近な第三者である協力企

業への訪問(２０社程度)、アンケート(全社)を平成２９年１２月から実施する

予定であること、社外機関等の知見を活用したマネジメントオブザベーション

（現場観察）（以下「ＭＯ」という。）の実施方法の教育を平成３０年１月から

実施する予定であることを関係者への聴取、体質改善実施計画書等により

確認した。 

「事実を正確に把握し、説明できない」ことの対策については、保安検査

等の対外対応を実施するに当たって、「保安検査等の対外対応の心得」を

策定し、各事業部及び安全・品質本部内に周知したことを関係者への聴

取、会議議事録等により確認した。 

全社におけるチェック機能の強化等については、保安上重要な事象に対す

る社内検討体制を強化するため、その計画、実施結果について、全社で行う

品質・保安会議での審議事項とする「品質・保安会議規程」及び「品質・保

安会議運営要則」の改正を実施したこと、計画策定から実施結果検証に至

るまでの各事業部の活動を全社でチェックするため、安全・品質本部に安全・

品質本部長を主査とする社内横断的なチームである「全社監視チーム」を設

置したことを関係者への聴取、品質・保安会議規程等により確認した。 

「全社監視チーム」は、業務目的、業務範囲、業務の内容等を定めた

「業務管理マニュアル」を制定し、「全設備を管理下におく活動」、「志賀発電

所水平展開対応（雨水浸入）」における活動をチェックすることとし、「全設備

を管理下におく活動」において、現場ウォークダウン開始前のトライアル活動を

チェックし、「錆、ひび等の劣化についてはステップ２Iに繋ぐためにも新品から異

なる状態の場合には極力拾い上げるべき」とのコメントを現場トライアルチーム

にフィードバックする等を実施し、安全・品質改革委員会に活動状況を報告

していること等、事業者対応方針に基づく活動が実施されていることを関係

者への聴取、会議議事録等により確認した。 

安全・品質本部による全社としての事業者対応方針に対する活動の進

捗管理については、大洗の水平展開対応等で指摘したように改善するべき

点があることから、安全・品質本部に対して、全体の活動の進捗状況を確実

に管理するよう「気付き事項」として指摘し、安全・品質本部は実施項目、

実施期限等を明確にしたアクションプランを作成し、進捗管理を行う等、改善

                                                                                                                        
I
 ステップ 1 に引き続き実施され、追加現場確認、保守管理計画が適切なものとなっているか等を確認する活動。 
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する旨を聴取した。 

 

（ｂ）再処理事業部の活動状況 

「自らが気づき、速やかな対策に繋ぐことができない」ことの対策としては、管

理強化に係る全体計画書を受け、再処理事業部が「｢セルフチェックの強

化、保安上重要な約束事象、指摘事項等の管理強化｣に係る実施計画

書（再処理事業部）」（以下「再処理管理強化に係る実施計画書」という。）

を策定したこと、再処理管理強化に係る実施計画書に基づき、チェック責任

者、チェック責任者の補佐及び代行者を選任し、チェック体制を構築したこと

を関係者への聴取、「再処理事業部におけるチェック責任者の選任について」

等により確認した。 

しかしながら、チェック責任者が再処理管理強化に係る実施計画書に基

づき、保安上重要な業務の計画とその履行状況をチェックしているものの、前

述した配管ピットの活動において、一部設備について現場照合及び健全性

確認結果の記録が作成されていなかったこと、並びに配管ピットへの雨水浸

入防止の恒久対策で、配管ピット躯体及び取合部の目視確認結果の記録

が作成されていなかったことについて、その実施状況を確認していないにもかか

わらず、完了報告を承認したことが確認された。 

この点については、事業者はチェック責任者を選任し、新たな取組を行って

いるものの、その本来果たすべき機能を発揮しておらず、継続した改善を要す

るものと考える。活動の中で発見した問題点は取組を行う中で適時改善す

ることが重要であるため「気付き事項」として指摘した。事業者は更なるチェッ

ク体制強化のために再処理管理強化に係る実施計画書を平成２９年１２月

に改定する予定である旨を聴取した。 

保安上重要な約束事項、指摘事項等の管理強化については、再処理

事業部が再処理管理強化に係る実施計画書に、約束事項、指摘事項をリ

スト化するとともに進捗状況を適時フォロー等できるよう取りまとめ部署を定

め、取りまとめ部署がリストを作成し、適時フォローしていることを関係者への

聴取、管理表等により確認した。 

ＣＡＰの運用の改善については、全ての事象を管理された状態に置くことを

目的として、不適合に該当するレベルの情報だけでなく、気付きレベルの情報

も幅広く事象登録し、ＣＡＰ会合で取り扱うように、品質保証部が「事業者

対応方針を踏まえたＣＡＰ会合の運用の改善について」を策定し、各課に周

知したことを関係者への聴取、業務連絡書等により確認した。 

改善後のＣＡＰの運用開始以降に事象登録の遅延が警備課や廃棄物

管理課で発生していたことが、その後の事業者自らの気付きによって確認され

ている。これを受け、品質保証部は調査計画書を策定し、原因調査を開始
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したことを関係者への聴取、調査計画書等により確認した。 

廃棄物管理施設と共通のCAPを運用している再処理施設において、ＣＢ

建屋取合部一般共同溝内で、集水枡（約１ｍ３）が満水状態であることが、

平成２９年１１月に実施された対応方針１に係る「全設備を管理下に置く活

動」（現場ウォークダウン）によって発見され、ＣＡＰ会合に事象登録された。 

この事象について経緯を確認したところ、平成２９年９月の巡視・点検で集

水枡が満水であることが確認されていたが、ＣＡＰ会合に事象登録されていな

かったことが確認された。これは、事業者が対応方針４のＣＡＰの運用改善と

して、現場の気付きを組織に伝えやすくするために、不適合情報だけではな

く、不適合に満たない気付きレベルの情報もＣＡＰ会合に事象登録されるよう

改善活動を実施しているところであり、平成２９年９月の巡視・点検で発見さ

れた時点でＣＡＰ会合に事象登録されるべきであった。 

さらに、本件は、ＣＡＰ会合において、事象レベルが「気付き」と判定され

た。当該ＣＢ建屋取合部一般共同溝には一部安全上重要な設備が存在

するほか、事業者が「集水枡」とする施設は、一定量の水を貯留する機能を

有するものの、排水機能は有していないことから、当該施設への水の流入を

看過することは付近の設備が冠水又は水没するリスクがあることから、速やか

に集水枡が満水となった原因の追及、再発防止対策を実施するよう、不適

合として管理すべき事象であった。 

こうした状況は、ＣＡＰの運用改善が周知徹底されていないこと、ＣＡＰ会

合が与えられた機能を適切に発揮していないことを示すものであり、現在実

施しているＣＡＰの運用改善について、更なる改善をするよう「気付き事項」と

して指摘し、事業者は自らの不適合管理の仕組みの中で改善を図っていくこ

とを聴取した。 

自ら気づき、改善していく体質改善については、再処理計画部が「「自ら

気づき、改善していく体質改善」、「現場状況の把握」等に関する計画につい

て」（以下「再処理体質改善実施計画書」という。）を策定している。 

再処理体質改善実施計画書では、自ら気付き改善できない原因・背

景等について再処理事業部長、事業部長代理等の幹部と、部長、課長

級のディスカッション及び部長、課長、グループリーダーによるグループディスカッ

ションをそれぞれ月１回以上実施することを定められており、実施していること

を関係者への聴取、メモ等の記録等により確認した。再処理体質改善実施

計画書に基づく、現場管理層による現場のＭＯを実施する活動については、

安全・品質本部が実施するＭＯ教育及び気付き教育を受講後にＭＯを開

始することとし、ＭＯの実施に先立ち、勉強会を平成２９年１１月１０日に実

施したことを関係者への聴取、ＭＯに関する勉強会メモ等により確認した。 

「事実を正確に把握し、説明できない」ことの対策については、再処理体
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質改善実施計画書に基づく、設備・管理のあるべき姿を理解するための教

育を、平成３０年１月頃より実施する予定であることを関係者への聴取及び

再処理体質改善実施計画書により確認した。 

全社におけるチェック機能の強化等については、保安上重要な事象の計

画、実施結果について、貯蔵管理安全委員会での審議事項とすることを安

全管理部が「再処理事業部 貯蔵管理安全委員会運営要領」及び「再処

理事業部 再処理および貯蔵管理安全委員会 審議事項検討部会運営

細則」（以下「運営細則」という。）に定め、運営細則に基づき、廃棄物管理

施設を含む再処理工場の全設備を管理下に置くための全体計画書に係る

検討部会が設置され、保守管理全体計画書の改正について審議されたこと

を運営細則、「審議事項検討部会審議結果報告書」等により確認した。 

      

ｅ．これまでの保安検査での指摘事項等に対する対策の活動状況 

    これまでの保安検査での指摘事項等に対する対策の活動状況については、

平成２９年度第２回保安検査において確認された、安全・品質本部が、社長

の品質保証に係る業務を補佐する立場から「水平展開検討会運営要則」に

基づき、水平展開検討会を開催し、各事業部において実施される水平展開の

活動を監視、指導する立場であるところ、平成２９年７月５日に原子力規制委

員会へ報告されたＪＡＥＡへの立入検査の結果について、情報提供するのみ

で、入手した情報に対する調査・検討等の各事業部に対する指導を適切に実

施していなかったことに係る改善活動状況を検査した。 

検査の結果については、３．（２）１）①b.（a）の項目「安全・品質本部における

全社的な体制の構築等」に記載のとおりである。 

 

以上のことから、今回の保安検査を行った範囲においては、保安規定違反となる

事項は認められなかったものの、事業者は今回の保安検査での指摘に対し、自らの

改善活動の仕組みの中で改善を図っていくとしていること、継続して事業者対応方

針に基づき改善活動に取り組んでいることから、今後の改善状況、事業者対応方

針等の履行状況について、保安検査等において引き続き確認する。 

 

②ガラス固化体貯蔵建屋 貯蔵ピットの観察に係る検討状況 

平成２９年６月３０日に原子力規制庁に提出された「廃棄物管理施設ガラス固

化体貯蔵建屋下部プレナム等に係る調査等の実施計画に基づく調査報告書」に

て報告された下部プレナムの観察に係るその後の活動状況について、物件検査及

び関係者への質問により、検査を実施した。 

第２、３、４貯蔵ピットへの補助遮へいの設置、遠隔観察装置の改良について

は、概念設計、基本設計を実施中であり、今後、保安規定に基づく設計管理を開



１６ 

 

始する予定であること、補助遮へいについては、第２、３、４貯蔵ピットにて共用可能

な移動式を含めて設計を検討していることを関係者への聴取により確認した。 

遠隔観察装置の改良については、汎用品の床下点検ロボットをベースとした装

置を下部プレナム内で試走させ、無線通信が可能であることを確認済であること、

今後、放射線照射試験を行い、必要な遮へい等を設計する予定であることを関係

者への聴取により確認した。 

規程類への反映に係る検討状況については、貯蔵ピットの観察について、保安

規定への具体的記載内容について検討中であること、点検計画表を改訂し、５年

毎の観察頻度を明記したこと、今後、「ガラス固化施設部 貯蔵管理課 機械設

備 社内自主点検実施マニュアル」についても改訂し、全貯蔵ピットを点検対象とし

て明記する予定であることを関係者の聴取により確認した。 

観察結果の評価に関する検討状況については、無線による遠隔観察映像の画

質等を考慮した上で、下部プレナムに入域して点検を行う基準を整備する計画で

あることを関係者の聴取により確認した。観察結果の評価について、カメラ越しの厳

しい条件での観察の実効性について事業者に質問したところ、比較対象となる変

色サンプルを作成するための促進試験を行うことも含めた検討をする旨説明があっ

た。 

 

以上のことから、今回の保安検査を行った範囲においては、保安規定違反となる

事項は認められなかった 

 

2）追加検査項目 

なし 

 

 

（３）違反事項 

なし 

 

４．特記事項 

なし
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（別添１） 

保安検査日程（１／３） 

月 日 １１月１３日（月） １１月１４日（火） １１月１５日（水） １１月１６日（木） １１月１７日（金） 

午 前 ●初回会議※１ 

●運転管理状況の聴

取 

●運転管理状況の聴

取 

●廃棄物管理施設の

巡視 

●運転管理状況の聴

取 

●運転管理状況の聴

取 

●運転管理状況の聴

取 

 〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※１ 

 〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※１ 

 〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

午 後 〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

 〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

 〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

 

 ●チーム会議 

●まとめ会議 

 ●チーム会議 

●まとめ会議 

 ●チーム会議 

●まとめ会議 

勤務      

時間外      

※○：基本検査項目、◆：追加検査項目、◎：保安検査実施方針に基づく検査項目、◇：抜き打ち検査項目、●：会議／記録確認／巡視等 

※１：日本原燃（株）再処理事業所（再処理施設）、濃縮・埋設事業所（加工施設、廃棄物埋設施設）の保安検査と合同で実施。 

※２：日本原燃（株）再処理事業所（再処理施設）の保安検査と合同で実施。 
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保安検査日程（２／３） 

月 日 １１月２０日（月） １１月２１日（火） １１月２２日（水） １１月２４日（金） １１月２７日（月） 

午 前 ●運転管理状況の聴

取 

●廃棄物管理施設の

巡視 

●運転管理状況の聴

取 

 

●運転管理状況の聴

取 

 

●運転管理状況の聴

取 

 

●運転管理状況の聴

取 

 

 〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

    

午 後 〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

 

  〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※１ 

 

 ●チーム会議 

●まとめ会議 

  ●チーム会議 

●まとめ会議 

 

勤務      

時間外      

※○：基本検査項目、◆：追加検査項目、◎：保安検査実施方針に基づく検査項目、◇：抜き打ち検査項目、●：会議／記録確認／巡視等 

※１：日本原燃（株）再処理事業所（再処理施設）、濃縮・埋設事業所（加工施設、廃棄物埋設施設）の保安検査と合同で実施。 

※２：日本原燃（株）再処理事業所（再処理施設）の保安検査と合同で実施。 
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保安検査日程（３／３） 

月 日 １１月２８日（火） １１月２９日（水） １１月３０日（木） １２月１日（金） １２月４日（月） 

午 前 ●運転管理状況の聴

取 

 

●運転管理状況の聴

取 

 

●運転管理状況の聴

取 

●廃棄物管理施設の

巡視 

●運転管理状況の聴

取 

 

●運転管理状況の聴

取 

●廃棄物管理施設の

巡視 

 〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査 

〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※１ 

〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

午 後 〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査 

〇ガラス固化体貯蔵

建屋貯蔵ピットの観

察に係る検討状況 

〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

〇「事業者対応方針

等の履行」に係る検

査※２ 

 ●チーム会議 

●まとめ会議 

●チーム会議 

●まとめ会議 

●チーム会議 

●まとめ会議 

●チーム会議 

●まとめ会議 

●チーム会議 

●まとめ会議 

●最終会議※１ 

勤務      

時間外      

※○：基本検査項目、◆：追加検査項目、◎：保安検査実施方針に基づく検査項目、◇：抜き打ち検査項目、●：会議／記録確認／巡視等 

※１：日本原燃（株）再処理事業所（再処理施設）、濃縮・埋設事業所（加工施設、廃棄物埋設施設）の保安検査と合同で実施。 

※２：日本原燃（株）再処理事業所（再処理施設）の保安検査と合同で実施。 


